
第１号議案 

平成 26年度 全日本消防人共済会事業報告書 

  
全日本消防人共済会は、全国の消防団員及び消防職員等の福祉厚生を図るため、共

同互助の精神に基づき、組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることを目的と

して火災共済事業を行っており、その事業運営にあたっては、平成 21年度に決定し
た「これからの全日本消防人共済会の運営にあたっての基本方針」に基づいて行って

おります。 
平成 26 年度の事業報告については、消費生活協同組合法第 31 条の 7 の規定に基

づく同法施行規則第 4 節事業報告書及び第 5 節附属明細書に規定されているところ
により報告します。 
 

１ 組合の事業活動の概況に関する事項  

 
１－１ 当該事業年度の末日における重要な事業活動の内容 

全日本消防人共済会（以下「当共済会」といいます。）が行った主な事業は次の

とおりです。 
  火災共済事業（火災共済金及び風水雪害等共済金の支払い） 
 
１－２ 当該事業年度における事業の経過及びその成果 

  当共済会の平成 26年度の事業経過及びその成果は次のとおりです。 
（１）組合員出資金異動表（平成 27年 3月 31日現在） 

  区 分 平成 25年度 平成 26年度 増 減 
組合員数 （人） 369,402 361,286 △8,116 
出資口数 （口） 2,160,876 1,688,204 △472,672 
組合員出資金（円） 216,058,642 168,820,490 △47,238,152 

（注）長期の契約がない過去の出資金の整理を行なったことなどにより、出資口数及び出資 
  金は減となっています。 
 
（２）組合員数の内訳（平成 27年 3月 31日現在） 

  区 分 平成 26年度 
契約者数の区分と契約申込者の内訳 
Ｂ型火災共済 Ｃ型火災共済 

組合員数（人） 361,286 361,090 196 
 
（３）共済事業加入契約者増減表（平成 27年 3月 31日現在） 

区 分 平成 25年度 平成 26年度 増 減 

加入契約者数（人） 369,402 361,286 △8,116 
加入口数 （口） 4,436,743 4,347,535 △89,208 
受入共済掛金（円） 442,810,380 433,550,300 △9,260,080 

 



（４）共済金支払状況（単位：円） 

区  分 
平成 25年度 平成 26年度 増 減 

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 
火災共済金 70 103,215,449 74 106,168,394 4 2,952,945 
風水雪害等共済金 46 4,470,000 46 3,630,000 0 △840,000 

合  計 116 107,685,449 120 109,798,394 4 2,112,945 
 
（５）支払余力比率（単位：百万円） 

区 分 平成 25年度 平成 26年度 増 減 

支払余力総数（Ａ）   1,474 1,145 △329 

リスク総数 （Ｂ） 390 238 △152 

 

Ｒ1（一般共済リスク） 102 103 1 

Ｒ2（巨大災害リスク） 280 129 △151 

Ｒ3（予定利率リスク） 0 0 0 

Ｒ4（財産運用リスク） 7 8 1 

Ｒ5（経営管理リスク） 8 5 △3 

支払余力比率（Ｃ） 
 (C)＝(A)／〔(B)×1/2〕×100 

756% 962% 206% 

リスク総額の計算 [(R1)2+(R3+R4)2]1/2+R2+R5 

  支払余力比率は、前年度までは、簡易的な方法で算出していましたが、平成 26 
年度から厚生労働省の通知（平成 27年 3月 31日付社援協発 0331号第 2号）に 
より支払余力比率の算出方法の巨大災害リスクは、工学的事故発生モデルを用いた 
手法で算出することとされたので、その手法で算出した結果、その比率が増加した 
ものです。 

 
１－３ 増資及び資金の借入れその他の資金調達状況 

  平成 26年度において資金の借入その他の資金の調達はありません。 
 
１－４ 当共済会が所有する施設の建設又は改修その他の設備投資状況 

  当共済会は、施設及び設備は所有していません。ただし、当共済会は、固定資産

として什器備品、車両運搬具及び新たなソフトウェア（新火災共済システム）を４

月から本格稼動しました。 
 
１－５ 他の法人との業務上の提携 

当共済会が他の法人との間で業務上の提携を行っているものはありませんが、加

入促進や広報活動において、消防団員等の活動支援等を行っている公益財団法人日

本消防協会と協力し、合同で加入促進説明会を行うなどの活動を行っています。 
 
 



１－６ 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

  直前３事業年度の財産及び損益の状況は次のとおりです。 

項  目 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

組合員数（人） 371,127 368,858 369,402 361,286 

組合員出資金（円） 189,726,267 183,937,902 216,058,642 168,820,490 

受入共済掛金（円） 442,868,300 443,709,800 442,810,380 433,550,300 

支払共済金 （円） 177,830,333 123,475,897 107,685,449 109,798,394 

経常剰余金 （円） 113,242,642 154,056,427 163,786,150 176,160,288 

利用分量割戻金（円） 44,275,108 88,712,860 88,539,276  

総 資 産 （円） 1,660,871,040 1,769,358,545 1,871,282,339 1,891,149,534 

 （有価証券）（円） (1,018,688,863）  (1,018,898,643) (1,019,029,810) (1,019,225,567) 

純 資 産 （円） 1,014,386,013 1,096,978,812 1,181,088,862 1,195,883,064 

 
１－７ 今後対処すべき重要な課題 

  平成 26年 4月 1日から新火災共済システムの稼動に伴い、組合員個人毎の管理
を的確に推進するため、都道府県支部と連携し、加入申込時における新規申込、継

続申込又は脱退等の点検など、きめ細やかな事務管理が必要と考えています。 
 
１－８ その他の活動等 

  当共済会は、火災共済事業のほか、次のような活動を行いました。 
（１）火災予防ポスターの募集及び配布（30回目） 

全国の小学生・中学生を対象とした火災予防ポスター図案を募集し、平成 26
年度全国統一防火標語を記入した防火ポスターを３万７千枚作成し、火災予防運

動に呼応して各都道府県（消防協会）及び各市町村へ配布し、消防関係者と共に

組合員に対する火災予防思想の普及、高揚に努めました。本年度は、全国 376校
から 2,450点の応募があり、厳正な審査の結果、最優秀賞は、埼玉県熊谷市立別
府小学校 5年志賀有里乃さんの作品が選ばれました。 

 
（２）防火防災に関する作文の募集と作文集の配布（14回目） 

全国の中学生を対象に防火防災に関する作文を募集し、佳作以上の作品を入賞

作品集として文集を 5,000冊作成し、全国の消防機関へ配布し、消防関係者とと
もに組合員に対する防火防災意識の高揚に努めました。本年度は、全国 96 校か
ら 147点の応募があり、厳正な審査の結果、最優秀賞は、兵庫県多可町立加美中
学校 3年谷尾慧奈さんの作品が選ばれました。 



 
（３）防災活動車の交付 

教育広報事業として地域への防災活動を支援することを目的とし、２台の防災

活動車（軽自動車）の交付を行いました。 
 
（４）加入促進キャンペーンの実施 

平成 26 年 4 月から平成 27 年 3 月までの 1 年間を通して加入促進キャンペー
ンを行い、新規加入及び掛金増口の促進を図り、顕著な実績を残した職域消防団

に対し、報奨として組み立て式パイプテント８張を配付しました。 
 

２ 組合の運営組織の状況に関する事項  

 
２－１ 前事業年度における総代会の開催状況 

  平成 26年度に開催した総代会及びその議決事項等は次のとおりです。 
 
開催年月日 平成 26 年 6 月 11 日 通常総代会 

総代会日現在 

総代総数 
104 名 

出席総代数 96 名 

議案及び議決状況等 

議案 

第 1 号議案  平成 25 年度事業報告及び決算認定について 

 監査報告                         承認 

第 2 号議案  平成 25 年度剰余金処分案について      承認 

第 3 号議案  役員の改選について                  承認

報 告 事 項  総代の改選について                  了承 

 
 

開催年月日 平成 27 年 3 月 10 日 臨時総代会 

総代会日現在 

総代総数 
104 名 

出席総代数 101 名 

 

 

議案及び議決状況等 

 

 

 

議案 

第 1 号議案 平成 27 年度事業計画及び収支予算について 

                                           承認 

第 2 号議案   補欠理事の選任について             承認 

報 告 事 項  総代の変更について               了承 



２－２ 組合員に関する事項 

平成 27 年 3 月 31 日現在における組合員数等の状況は、前記１－２の（１）組
合員出資金異動表のとおりです。 
 

２－３ 役員に関する事項 

  当共済会における平成 27年 3月 31日現在の役員名簿は次のとおりです。 

役 職 名 氏 名 都道府県名 就任又は再任日 

会 長（代表理事） 秋本 敏文  平成 26年 6月 11日再任 

理事長（代表理事） 原  正之  平成 26年 6月 11日再任 

常務理事 生嶋 文昭  平成 26年 6月 11日再任 

理 事 東田 愼悟 北海道 平成 26年 6月 11日就任 

理 事 沖山   仁 東京都 平成 26年 6月 11日就任 

理 事 岸谷 義雄 兵庫県 平成 26年 6月 11日就任 

理 事 友村 承蔵 高知県 平成 26年 6月 11日就任 

理 事 松田   進 沖縄県 平成 26年 6月 11日就任 

監 事 澤飯 英樹 石川県 平成 26年 6月 11日就任 

監 事 谷口 繁喜  平成 26年 6月 11日就任 

 
当期中に辞任した役員は次のとおりです。 

役 職 名 氏 名 都道府県名 辞任日 

理事長（代表理事） 原  正之  平成 27年 3月 31日 

 
２－４ 職員数及びその増減その他の職員の状況 

  職員の状況は次のとおりです。 

区  分 前期末 当期末 備 考 

正規職員    7人    7人  

派遣職員    3人    3人  

計    10人    10人  

 
 

 



２－５ 業務の運営の組織に関する事項 

  当共済会における業務運営の組織は次のとおりです。 
    総 代 104名 理 事  8名 監 事  2名 

会 長  ― 理事長―常務理事―事務局長―火災共済部長―課長補佐－主事―主事 
   （代表理事）（代表理事）            出納室長―課長補佐 
          47都道府県支部長―支部事務長 
 
２－６ 施設の設置状況に関する事項 

  当共済会の事務室は日本消防会館の一部を賃借しており、その面積は次のとお

りです。（ ）内が賃借面積です。    
施設名 所在地 土地 延べ床面積 備考 

（全日本消防人共済会） 

日本消防会館 
東京都港区虎ノ門

２－９－１６ 
 

3，835.8坪 
（ 62.466坪） 

586.7坪 
 

 
 
 
３ 附属明細書  

 
３－１ 役員報酬等の状況 

①役員報酬明細 
区 分 定款上の定員 支給人員 支給総額 備 考 
理 事 7人以上 9人以内 2人 7,050,444円  
監 事 2人以上 3人以内 なし       なし  
計   2人  7,050,444円  

 
  ②役員退職慰労金明細 

区 分 支給人員（人） 支給額 
理 事 1人 826,560円 
合 計 1人 826,560円 

 
３－２ 役員の他の法人等の業務執行者兼職状況  

当共済会の役員の他の法人等の兼職の状況は次のとおりです。 

役職名 
常勤・ 
非常勤 

氏 名 兼職先名 
兼職先で

の役職名 
会 長 

(代表理事) 
非常勤 秋本 敏文 

（公財）日本消防協会 
（公財）消防育英会 

会長 
会長 

理事長 
(代表理事) 常 勤 原  正之 

（公財）日本消防協会 
（公財）消防育英会 

理事長 
理事長 

常務理事 常 勤 生嶋 文昭 （公財）日本消防協会 常務理事 



理 事 非常勤 東田 愼悟 
（公財）日本消防協会 
（公財）北海道消防協会 

理事 
会長 

理 事  〃 沖山   仁 
（公財）日本消防協会 
（一社）東京都消防協会 

理事 
会長 

理 事  〃 岸谷 義雄 
（公財）日本消防協会 
（公財）兵庫県消防協会 

理事 
会長 

理 事  〃 友村 承蔵 
（公財）日本消防協会 
（公財）高知県消防協会 

理事 
会長 

理 事  〃 松田   進 
（公財）日本消防協会 
（公財）沖縄県消防協会 

理事 
会長 

監 事  〃 澤飯 英樹 
（公財）日本消防協会 
（公財）石川県消防協会 

理事 
会長 

 
 ３－３ 当共済会と役員との間の利益が相反する取引  

     無し。 
  
 
 


